
令和３年度

新発田市下水道事業会計

決 算 書

新発田市下水道課



　　　　　⑵ 経 営 指 標 に 関 す る 事 項
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    自 令和 年 月 日

令和３年度

    至 令和 年 月 日

新発田市下水道事業決算書類

新発田市下水道課
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⑴　収益的収入及び支出
　　収　入

円 円 円

第１款　下水道事業収益

　第１項　営業収益

　第２項　営業外収益

　第３項　特別利益

（注）・第１項　営業収益の決算額は、損益計算書の決算額1,032,932,059円に、仮受消費税及び地方消費税額102,

　　　・第２項　営業外収益の決算額は、損益計算書の決算額2,378,942,674円に、仮受消費税及び地方消費税額43

　　　　　　　  対価に係る消費税及び地方消費税相当額239,433円を減じた額である。、消費税及び地方消費税納付額の端数切捨

　　　・第３項　特別利益の決算額は、損益計算書の決算額79,264,235円に、仮受消費税及び地方消費税額6,546円

　　支　出

円 円 円 円 円 円

第１款　下水道事業費用

  第１項　営業費用

  第２項　営業外費用

  第３項　特別損失

  第４項　予備費

（注）・第１項　営業費用の決算額は、損益計算書の決算額2,854,666,534円に、仮払消費税及び地方消費税額54,1

　　　・第２項　営業外費用の決算額は、損益計算書の決算額543,099,755円から、特定収入により控除できなかっ

　　　　　　　  及び地方消費税額42,506円を減じた額である。

　　　・第３項　特別損失の決算額は、損益計算書の決算額3,370,893円に、消費税及び地方消費税額20,585円を加

令和３年度　新発田市下水道

地 方 公 営 企 業
法 第 条 第 項
の 規 定 に よ る
支 出 額

地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

流　用
増減額

小 計

予　　　算　　　額

当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

予　　　算　　　額

当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

△198,000

予備費
支出額

△58,000

区 分

区 分
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円 円 円

(うち仮受消費税及び地方消費税

円)

(うち仮受消費税及び地方消費税

円)

(うち仮受消費税及び地方消費税

円)

043,236円を加えた額である。

円及び未収消費税還付金42,419,218円を加え、貸倒れに係る消費税及び地方消費税相当額203,059円及び返還等

等額3円を加えた額である。

を加えた額である。

円 円 円 円 円

(うち仮払消費税及び地方消費税

円)

(うち消費税及び地方消費税

円)

(うち仮払消費税及び地方消費税

円)

43,962円を加えた額である。

た仮払消費税及び地方消費税額420,828円及び課税支出に係る非課税収入見合分の控除できなかった仮払消費税

えた額である。

地方公営企業法
第 条 第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

備 考

事業決算報告書

地 方 公 営 企 業
法 第 条 第 項
の 規 定 に よ る
繰 越 額

不 用 額

備 考
予算額に比べ
決算額の増減

合 計

決 算 額

△3,929,705

決 算 額

合 計

⑴　収益的収入及び支出
　　収　入

円 円 円

第１款　下水道事業収益

　第１項　営業収益

　第２項　営業外収益

　第３項　特別利益

（注）・第１項　営業収益の決算額は、損益計算書の決算額1,032,932,059円に、仮受消費税及び地方消費税額102,

　　　・第２項　営業外収益の決算額は、損益計算書の決算額2,378,942,674円に、仮受消費税及び地方消費税額43

　　　　　　　  対価に係る消費税及び地方消費税相当額239,433円を減じた額である。、消費税及び地方消費税納付額の端数切捨

　　　・第３項　特別利益の決算額は、損益計算書の決算額79,264,235円に、仮受消費税及び地方消費税額6,546円

　　支　出

円 円 円 円 円 円

第１款　下水道事業費用

  第１項　営業費用

  第２項　営業外費用

  第３項　特別損失

  第４項　予備費

（注）・第１項　営業費用の決算額は、損益計算書の決算額2,854,666,534円に、仮払消費税及び地方消費税額54,1

　　　・第２項　営業外費用の決算額は、損益計算書の決算額543,099,755円から、特定収入により控除できなかっ

　　　　　　　  及び地方消費税額42,506円を減じた額である。

　　　・第３項　特別損失の決算額は、損益計算書の決算額3,370,893円に、消費税及び地方消費税額20,585円を加

令和３年度　新発田市下水道

地 方 公 営 企 業
法 第 条 第 項
の 規 定 に よ る
支 出 額

地 方 公 営 企 業 法 第 条
第 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

流　用
増減額

小 計

予　　　算　　　額

当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

予　　　算　　　額

当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

△198,000

予備費
支出額

△58,000

区 分

区 分
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⑵　資本的収入及び支出
　　収　入

円 円 円 円

第１款　資本的収入

　第１項　企業債

　第２項　他会計補助金

　第３項　国庫補助金

　第４項　県補助金

　第５項　分担金及び負担金

　第６項　返済金

（注）・第３項　工事負担金の決算額は、資本的収入及び支出明細書収入の工事負担金決算額84,428,719円に、仮受

　　支　出

円 円 円 円 円 円

第１款　資本的支出

  第１項　建設改良費

  第２項　企業債償還金

  第３項　貸付金

  第４項　予備費

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額594,375,845円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額90,

　603円で補塡した。

（注）・第１項　建設改良費の決算額は、資本的収入及び支出明細書支出の建設改良費決算額2,612,680,296円に仮

△119,942,000

小 計
地 方 公 営 企 業
法第 条の規定
に よ る 繰 越 額

地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

区 分 当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

予備費
支出額

△119,942,000

区 分 補 正
予 算 額

当 初
予 算 額

流　用
増減額

小 計

△144,220,000

△170,600,000

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額
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円 円 円 円

消費税及び地方消費税額32,000円を加えた額である。

円 円 円 円 円 円 円

(うち仮払消費税及び地

方消費税 250,556,830円)

318,792円、繰越工事資金42,454,546円、過年度分損益勘定留保資金15,119,904円、当年度分損益勘定留保資金446,482,

払消費税及び地方消費税額250,556,830円を加えた額である。

合 計
備 考不 用 額

継 続 費 逓 次
繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

備 考
予算額に比べ
決算額の増減

△373,100,000

△35,188,862

合 計

決 算 額

△59,000

△120,261,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額

地 方 公 営 企 業
法第 条の規定
に よ る 繰 越 額

決 算 額

翌年度繰越額

△528,654,542

△3,566,000

合 計
継 続 費 逓 次
繰 越 額
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（単位  円）

１

⑴

⑵

⑶

２

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑺

⑻

⑼

⑽

３

⑴

⑵

⑶

⑷

４

⑴

⑵

５

⑴

６

⑴

⑵

下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 き ょ 費

営 業 費 用

資 産 減 耗 費

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

普 及 指 導 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

国 県 補 助 金

そ の 他 営 業 費 用

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

令和３年度　新発田市下水道事業損益計算書

営 業 損 失

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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令和３年度　新発田市

（令和3年4月1日から

剰

資本剰余金

他会計補助金 国庫補助金 県補助金
受益者負担
金・分担金

工事負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

資本金への組入れ

処分後残高

当年度変動額

積立金の使用

資本剰余金の受入れ

国庫補助金の返還等

当年度純利益

当年度末残高

（単位  円）

当年度末残高

議会の議決による処分額

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

資本金への組入れ

処分後残高

(繰越利益剰余金)

△75,476,460

△75,476,460

令和３年度　新発田市下水道事業剰余金処分計算書 (案)

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

資本金

地方公営企業法適用に伴う
移行処理(移行時未計上分)
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令和３年度　新発田市

（令和3年4月1日から

剰

資本剰余金

他会計補助金 国庫補助金 県補助金
受益者負担
金・分担金

工事負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

資本金への組入れ

処分後残高

当年度変動額

積立金の使用

資本剰余金の受入れ

国庫補助金の返還等

当年度純利益

当年度末残高

（単位  円）

当年度末残高

議会の議決による処分額

減債積立金の積立て

建設改良積立金の積立て

資本金への組入れ

処分後残高

(繰越利益剰余金)

△75,476,460

△75,476,460

令和３年度　新発田市下水道事業剰余金処分計算書 (案)

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

資本金

地方公営企業法適用に伴う
移行処理(移行時未計上分)

下水道事業剰余金計算書

令和4年3月31日まで）

（単位  円）

余 金

受贈財産
評価額

資本剰余金合計 減債積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

(繰越利益剰余金)

(当年度未処分利益剰余金)

資本合計利益剰余金
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（単位  円）

固　定　資　産

⑴

イ

ロ

△147,376,434

ハ

△4,760,538,892

ニ

△1,001,918,876

ホ

△931,488

ヘ

△976,844

ト

⑵

イ

ロ

ハ

⑶

イ

ロ

２ 流　動　資　産

⑴

⑵

△4,672,828

⑶

⑷

⑸

令和３年度　新発田市下水道事業貸借対照表

（令和4年3月31日）

資産の部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

地 上 権

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権

出 捐 金

現 金 預 金

未 収 金

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

基 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金
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３ 固　定　負　債

⑴

イ

ロ

⑵

イ

ロ

ハ

⑶

４ 流　動　負　債

⑴

⑵

イ

ロ

⑶

⑷

⑸

イ

ロ

ハ

ニ

⑹

５ 繰　延　収　益

△4,731,615,639

負債の部

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

固 定 負 債 合 計

一 時 借 入 金

企 業 債

引 当 金 合 計

そ の 他 固 定 負 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

前 受 金
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６ 資　　本　　金

７ 剰　　余　　金

⑴

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

⑵

イ

ロ

ハ

資本の部

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金
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注 記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

車両運搬具 年

工具器具及び備品 ～ 年

② 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

施設利用権 ～ 年

ソフトウェア 年

⑵ 引当金の計上方法

① 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上

している。なお、「職員の退職手当に係る取扱いに関する確認書」に基づき、一般会計等との間で、そ

れぞれの会計における職員の在職期間（下水道事業会計は地方公営企業法の一部（財務規定等）適用

後の令和元年度以降の在職期間）の割合に応じて負担することとしており、一般会計等が負担すると

見込まれる 円を除き、下水道事業会計が負担すると見込まれる 円を含んだ額

を計上している。

② 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

③ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

⑶ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっている。

２ 貸借対照表等に関する注記

⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも

のも含む。 のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 円である。

⑵ 引当金の取崩し

① 賞与引当金の取崩し

令和 年 月において、期末手当及び勤勉手当として 円を支給、それらに係る法定福利

費として 円を支出することとなったため、賞与引当金 円を取り崩した。

② 貸倒引当金の取崩し

当年度末において、未収使用料収益の不納欠損による損失 円が生じたため、貸倒引当金

を同額取り崩した。

また、貸倒引当金の対象としていなかった未収受益者負担金の不納欠損による損失 円が生

じたため、特別損失として処理した。
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３ セグメント情報の概要

⑴ 報告セグメントの概要

新発田市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び小

規模集合排水処理事業の 事業を運営しているが、事業の運営方針等における一体性から、「公共下水

道事業」、「農業集落排水事業」の つを報告セグメントとしている。各報告セグメントに属する事業の

内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業
下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保全公共下水道にお

いて、汚水及び雨水の処理を行う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施設及び小規模集合排

水処理施設において汚水の処理を行う事業

⑵ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日）

単位：円

公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

△ △

△

△

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

うち減損損失

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額

４ リース契約により使用する固定資産に関する注記

⑴ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

⑵ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円
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３ セグメント情報の概要

⑴ 報告セグメントの概要

新発田市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び小

規模集合排水処理事業の 事業を運営しているが、事業の運営方針等における一体性から、「公共下水

道事業」、「農業集落排水事業」の つを報告セグメントとしている。各報告セグメントに属する事業の

内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業
下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保全公共下水道にお

いて、汚水及び雨水の処理を行う事業

農業集落排水事業
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施設及び小規模集合排

水処理施設において汚水の処理を行う事業

⑵ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日）

単位：円

公共下水道事業 農業集落排水事業 合 計

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

△ △

△

△

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

受取利息

支払利息

特別利益

特別損失

うち減損損失

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額

４ リース契約により使用する固定資産に関する注記

⑴ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

⑵ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 円

１年超 円

計 円

令和３年度

新発田市下水道事業決算附属書類

新発田市下水道課
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令和３年度 新発田市下水道事業報告書
 

１ 概 況 
⑴ 総括事項

公共下水道は、「新発田市下水道基本構想」に基づいて整備を進めています。汚水処理施設（下水道、

農業集落排水、合併処理浄化槽等）の普及状況を表す汚水処理人口普及率は、令和３年度末で８２ １％

であり、今後も当分の間、建設事業が続くことから、企業債の借入・償還及び一般会計からの補助を要請

し、進めていくことになります。自己財源の確保と生活環境の改善及び水質保全のため、接続促進員が供

用開始から３年以内の地区を重点的に訪問し、早期接続を呼び掛けています。

イ 業務量

水洗化人口は４４ １６２人（前年度比１ ４３３人増）で、水洗化率は６３ ０％（０ ６ポイント

増）となりました。

また、年間汚水処理水量は６ ６４４ ８５２㎥（前年度比２８ ７６７㎥減）、年間有収水量は６ １

９９ ４５７㎥（前年度比８６ ４３９㎥増）となり、有収率は９３ ３％（前年度比１ ７ポイント

増）となりました。

ロ 主な建設事業（金額は消費税及び地方消費税込み）

新発田地区下水道整備を１４億９千７２１万８千円、豊浦地区下水道整備を５億２４０万３千円、

紫雲寺地区下水道整備を３億１千４８万２千円、加治川地区下水道整備を３億７千４４６万６千円な

どで、合計２７億３千８８０万８千円の建設改良事業を実施しました。なお、主な建設改良工事とし

て、新発田東部・北部処理分区などの汚水管渠整備工事のほか、令和元年度から３か年計画で事業を

進めてきた農業集落排水施設「荒川地区」の公共下水道接続工事が計画どおり竣工し、供用を開始し

ました。

ハ 収益的収入及び支出について（金額は消費税及び地方消費税抜き）

収入は、営業収益の下水道使用料が１０億２千４３万４千円となりました。営業外収益では、他会

計補助金が６億９千６１０万１千円、長期前受金戻入（非現金収入）が１６億７千８９７万６千円な

どとなりました。特別利益２千１３６万９千円の内訳は、維持管理負担金精算還付金２千１２６万１

千円、建設負担金精算還付金１０万８千円で、収入総額は３４億３千３２４万４千円となりました。

支出の主なものは、営業費用の管渠、ポンプ場及び処理場の維持管理費で３億６３万３千円、流域

下水道などの維持管理負担金２億７千５４６万８千円、減価償却費（非現金支出）２１億１千９３７

万１千円、営業外費用では支払利息５億４千２４４万円などで、支出総額は３４億１１３万７千円と

なりました。

この結果、収支差引で前年度比２千２７６万円増の３千２１０万７千円の純利益を計上しました。

ニ 資本的収入及び支出について（金額は消費税及び地方消費税込み

収入の主なものは、企業債、他会計補助金、国・県補助金及び受益者負担金などで、収入総額は４

１億５千７８２万６千円となりました。

支出の主なものは、建設改良費、企業債償還金などで、支出総額は４７億５千２２０万２千円とな

りました。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額５億９千４３７万６千円については、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額９千３１万９千円、前年度からの繰越工事資金４千２４５万４千円、

過年度分損益勘定留保資金１千５１２万円、当年度分損益勘定留保資金４億４千６４８万３千円で補

塡しました。

⑵ 経営指標に関する事項

経営の健全性を示す経常収支比率は、１００ ４％、料金水準の妥当性を示す経費回収率は、１００

６％となりました。ともに水準とされる１００％を上回りましたが、依然として他会計繰入金等に多く依

存している状況です。
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令和３年度 新発田市下水道事業報告書
 

１ 概 況 
⑴ 総括事項

公共下水道は、「新発田市下水道基本構想」に基づいて整備を進めています。汚水処理施設（下水道、

農業集落排水、合併処理浄化槽等）の普及状況を表す汚水処理人口普及率は、令和３年度末で８２ １％

であり、今後も当分の間、建設事業が続くことから、企業債の借入・償還及び一般会計からの補助を要請

し、進めていくことになります。自己財源の確保と生活環境の改善及び水質保全のため、接続促進員が供

用開始から３年以内の地区を重点的に訪問し、早期接続を呼び掛けています。

イ 業務量

水洗化人口は４４ １６２人（前年度比１ ４３３人増）で、水洗化率は６３ ０％（０ ６ポイント

増）となりました。

また、年間汚水処理水量は６ ６４４ ８５２㎥（前年度比２８ ７６７㎥減）、年間有収水量は６ １

９９ ４５７㎥（前年度比８６ ４３９㎥増）となり、有収率は９３ ３％（前年度比１ ７ポイント

増）となりました。

ロ 主な建設事業（金額は消費税及び地方消費税込み）

新発田地区下水道整備を１４億９千７２１万８千円、豊浦地区下水道整備を５億２４０万３千円、

紫雲寺地区下水道整備を３億１千４８万２千円、加治川地区下水道整備を３億７千４４６万６千円な

どで、合計２７億３千８８０万８千円の建設改良事業を実施しました。なお、主な建設改良工事とし

て、新発田東部・北部処理分区などの汚水管渠整備工事のほか、令和元年度から３か年計画で事業を

進めてきた農業集落排水施設「荒川地区」の公共下水道接続工事が計画どおり竣工し、供用を開始し

ました。

ハ 収益的収入及び支出について（金額は消費税及び地方消費税抜き）

収入は、営業収益の下水道使用料が１０億２千４３万４千円となりました。営業外収益では、他会

計補助金が６億９千６１０万１千円、長期前受金戻入（非現金収入）が１６億７千８９７万６千円な

どとなりました。特別利益２千１３６万９千円の内訳は、維持管理負担金精算還付金２千１２６万１

千円、建設負担金精算還付金１０万８千円で、収入総額は３４億３千３２４万４千円となりました。

支出の主なものは、営業費用の管渠、ポンプ場及び処理場の維持管理費で３億６３万３千円、流域

下水道などの維持管理負担金２億７千５４６万８千円、減価償却費（非現金支出）２１億１千９３７

万１千円、営業外費用では支払利息５億４千２４４万円などで、支出総額は３４億１１３万７千円と

なりました。

この結果、収支差引で前年度比２千２７６万円増の３千２１０万７千円の純利益を計上しました。

ニ 資本的収入及び支出について（金額は消費税及び地方消費税込み

収入の主なものは、企業債、他会計補助金、国・県補助金及び受益者負担金などで、収入総額は４

１億５千７８２万６千円となりました。

支出の主なものは、建設改良費、企業債償還金などで、支出総額は４７億５千２２０万２千円とな

りました。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額５億９千４３７万６千円については、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額９千３１万９千円、前年度からの繰越工事資金４千２４５万４千円、

過年度分損益勘定留保資金１千５１２万円、当年度分損益勘定留保資金４億４千６４８万３千円で補

塡しました。

⑵ 経営指標に関する事項

経営の健全性を示す経常収支比率は、１００ ４％、料金水準の妥当性を示す経費回収率は、１００

６％となりました。ともに水準とされる１００％を上回りましたが、依然として他会計繰入金等に多く依

存している状況です。

⑶　議会議決事項

議案番号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

議第 号

⑷　行政官庁認可（同意）事項

行政官庁

新 潟 県 下水道事業費充当起債同意

 下水道事業（建設改良）同意額

 　　　 　　　　　　　 同意額

下水道事業費充当起債同意

 下水道事業（建設改良）同意額

⑸　職員に関する事項

1,800,500千円

令和3年9月6日

令和４年度新発田市下水道事業会計予算議定について 令和4年2月24日 令和4年3月11日

新発田市下水道事業会計利益の処分及び決算の認定に
ついて（令和２年度新発田市下水道事業会計利益の処
分及び新発田市下水道事業会計決算）

令和3年9月6日

令和３年度新発田市下水道事業会計補正予算(第３号)
議定について

令和3年8月17日 新潟県市町村

認可(同意)番号

件　名

令和３年度新発田市下水道事業会計補正予算(第２号)
議定について

第2004号

令和３年度新発田市下水道事業会計補正予算(第１号)
議定について

令和3年6月4日

令和3年6月23日

令和3年6月23日

427,600千円

認可(同意)事項認可(同意)年月日

令和３年度新発田市下水道事業会計補正予算(第４号)
議定について

令和4年2月24日

令和3年6月4日

提出年月日 議決年月日

令和3年9月21日

令和２年度新発田市下水道事業会計予算の繰越につい
て

令和3年5月28日 ―

1,818,000千円

令和3年6月23日

新発田市公共下水道事業受益者負担金に関する条例の
一部を改正する条例制定について

令和3年6月4日

令和3年9月21日

令和4年3月11日

令和3年11月30日 令和3年12月15日

新発田市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改
正する条例制定について

令和3年6月23日

加治川特定環境保全公共下水道事業計画の変更

公の施設の区域外設置及び利用に関する協議について 令和3年6月4日

令和4年1月18日 新潟県下水

第376号

令和4年3月31日

 下水道事業（建設改良／広域化・共同化）

新潟県市町村

第2004号の4

区  分 課長 参事 課長補佐 副参事 係長 主任 主事 技師 小計
会計年度
任用職員

合計

下水道課
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２　工　事
⑴ 建設工事の概況

  工事請負費　(契約額1件1,000万円以上）
№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

八幡新田　地内
下補創第3号
新発田東部処理分区（m1-4-2）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=767m
　推進工(鋼製さや管φ400)　Ｌ= 33m
　開削工(圧送管φ150)　　　Ｌ=741m
　1号マンホール工　        Ｎ=  1基
　2号マンホール工　        Ｎ=  1基
　小口径マンホール工　     Ｎ=  2基

乙次　地内
下豊複第3号
豊浦北部第4処理分区（97他）管渠工事

施工延長                   Ｌ=332m
　推進工φ200　            Ｌ= 20m
  推進工φ250　            Ｌ=228m
　開削工φ150　            Ｌ= 74m
　1号マンホール            Ｎ=  5基
　公共ます設置工　         Ｎ=  2箇所

緑町1丁目　地内
下複第10号
新発田北部処理分区（h444-3他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=245m
  推進工φ200　            Ｌ=208m
  推進工φ150　            Ｌ= 24m
  1号マンホール工          Ｎ=  4基
  2号マンホール工　        Ｎ=  2基
  取付管推進工　           Ｎ= 15箇所
  公共ます設置工           Ｎ= 15箇所
  水道管移設工　           Ｎ=  1式
  電線防護工　             Ｎ=  1式

令和２年度
からの繰越

東新町1丁目　地内
下複第3号
新発田東部処理分区（t183-2他）管渠工事

施工延長                 　Ｌ=283m
　推進工φ350（低耐荷力）　Ｌ= 10m
        φ300　            Ｌ=154m
        φ200　            Ｌ= 30m
　開削工φ350　            Ｌ= 22m
        φ200　            Ｌ= 40m
        φ150　            Ｌ= 10m
　レジンマンホール工　3号　Ｎ=  1基
                      1号　Ｎ=  1基
　マンホール工（抗菌）2号　Ｎ=  1基
                    　1号　Ｎ=  2基
　1号マンホール工　        Ｎ=  5基

草荷　地内
特加補第2号
加治川第3処理分区（3243他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=319m
　推進工φ200　　　　    　Ｌ=307m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  7基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  5箇所

緑町2丁目　地内
下補第4号
新発田北部処理分区（h347他）管渠工事

施工延長　Ｌ=390m
　推進工φ200(低耐荷力泥土圧)Ｌ=229m
　開削工φ150　              Ｌ=150m
　2号マンホール工　          Ｎ=  2基
　1号マンホール工　          Ｎ=  3基
　小口径マンホール工　       Ｎ=  4基
　公共ます設置工　           Ｎ= 16箇所

滝沢　地内
下豊複第4号
笹神上高関処理分区（16他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=448m
　推進工φ500-φ200　      Ｌ= 61m
　開削工φ150　            Ｌ= 71m
　開削工φ200　            Ｌ=302m
　1号マンホール工          Ｎ=  8基
　小型マンホール工 　      Ｎ=  7基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所

城北町1丁目　地内
下補第6号
新発田北部処理分区（586-4他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　　 Ｌ=211m
　推進工φ200(低耐圧入）　 Ｌ=200m
　1号マンホール 　　　　　 Ｎ=  7基
　公共ます設置工　         Ｎ= 10箇所

緑町2丁目　地内
下複第2号
新発田北部処理分区（h364他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　 　Ｌ=320m
  推進工φ200    　　　　　Ｌ=255m
  開削工φ150　　　　　　　Ｌ= 51m
  1号マンホール工 　　　　 Ｎ=  6基
  小口径マンホール工 　　　Ｎ=  2基
  公共ます設置工　　　　　 Ｎ=  6箇所
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２　工　事
⑴ 建設工事の概況

  工事請負費　(契約額1件1,000万円以上）
№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

八幡新田　地内
下補創第3号
新発田東部処理分区（m1-4-2）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=767m
　推進工(鋼製さや管φ400)　Ｌ= 33m
　開削工(圧送管φ150)　　　Ｌ=741m
　1号マンホール工　        Ｎ=  1基
　2号マンホール工　        Ｎ=  1基
　小口径マンホール工　     Ｎ=  2基

乙次　地内
下豊複第3号
豊浦北部第4処理分区（97他）管渠工事

施工延長                   Ｌ=332m
　推進工φ200　            Ｌ= 20m
  推進工φ250　            Ｌ=228m
　開削工φ150　            Ｌ= 74m
　1号マンホール            Ｎ=  5基
　公共ます設置工　         Ｎ=  2箇所

緑町1丁目　地内
下複第10号
新発田北部処理分区（h444-3他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=245m
  推進工φ200　            Ｌ=208m
  推進工φ150　            Ｌ= 24m
  1号マンホール工          Ｎ=  4基
  2号マンホール工　        Ｎ=  2基
  取付管推進工　           Ｎ= 15箇所
  公共ます設置工           Ｎ= 15箇所
  水道管移設工　           Ｎ=  1式
  電線防護工　             Ｎ=  1式

令和２年度
からの繰越

東新町1丁目　地内
下複第3号
新発田東部処理分区（t183-2他）管渠工事

施工延長                 　Ｌ=283m
　推進工φ350（低耐荷力）　Ｌ= 10m
        φ300　            Ｌ=154m
        φ200　            Ｌ= 30m
　開削工φ350　            Ｌ= 22m
        φ200　            Ｌ= 40m
        φ150　            Ｌ= 10m
　レジンマンホール工　3号　Ｎ=  1基
                      1号　Ｎ=  1基
　マンホール工（抗菌）2号　Ｎ=  1基
                    　1号　Ｎ=  2基
　1号マンホール工　        Ｎ=  5基

草荷　地内
特加補第2号
加治川第3処理分区（3243他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=319m
　推進工φ200　　　　    　Ｌ=307m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  7基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  5箇所

緑町2丁目　地内
下補第4号
新発田北部処理分区（h347他）管渠工事

施工延長　Ｌ=390m
　推進工φ200(低耐荷力泥土圧)Ｌ=229m
　開削工φ150　              Ｌ=150m
　2号マンホール工　          Ｎ=  2基
　1号マンホール工　          Ｎ=  3基
　小口径マンホール工　       Ｎ=  4基
　公共ます設置工　           Ｎ= 16箇所

滝沢　地内
下豊複第4号
笹神上高関処理分区（16他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=448m
　推進工φ500-φ200　      Ｌ= 61m
　開削工φ150　            Ｌ= 71m
　開削工φ200　            Ｌ=302m
　1号マンホール工          Ｎ=  8基
　小型マンホール工 　      Ｎ=  7基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所

城北町1丁目　地内
下補第6号
新発田北部処理分区（586-4他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　　 Ｌ=211m
　推進工φ200(低耐圧入）　 Ｌ=200m
　1号マンホール 　　　　　 Ｎ=  7基
　公共ます設置工　         Ｎ= 10箇所

緑町2丁目　地内
下複第2号
新発田北部処理分区（h364他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　 　Ｌ=320m
  推進工φ200    　　　　　Ｌ=255m
  開削工φ150　　　　　　　Ｌ= 51m
  1号マンホール工 　　　　 Ｎ=  6基
  小口径マンホール工 　　　Ｎ=  2基
  公共ます設置工　　　　　 Ｎ=  6箇所

№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

東新町1丁目　地内
下補第5号
新発田東部処理分区（t138他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　　 Ｌ=322m
　推進工φ300（低耐荷力）　Ｌ=163m
　　　　φ200　　　　　　　Ｌ= 50m
　開削工φ200　            Ｌ= 39m
　　　　φ150　　　　　　　Ｌ= 56m
　2号マンホール工（抗菌　　Ｎ=  2基
　1号マンホール工（抗菌）　Ｎ=  1基
　1号マンホール工　　　　　Ｎ=  3基
　小口径マンホール工　　　 Ｎ=  2基
　公共ます設置工　　　　　 Ｎ=  5箇所

富塚町2丁目　地内
下複第5号
新発田北部処理分区（H15他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　　 Ｌ=283m
　推進工φ200　　　　　　　Ｌ=146m
　開削工φ200　　　　　　　Ｌ=110m
　      φ150　　　　　　　Ｌ= 17m
　1号マンホール　　 　　　 Ｎ=  6基
　小型マンホール工　　　　 Ｎ=  8基
　公共ます設置工　         Ｎ= 12箇所

藤塚浜　地内
下紫複第4号
紫雲寺藤塚浜処理分区（647他）管渠工事

施工延長　　　　　　　　　 Ｌ=824m
　推進工φ150(圧入二工程)  Ｌ= 20m
  開削工φ150            　Ｌ=789m
　1号マンホール工          Ｎ= 13基
　小口径マンホール     　  Ｎ=  7基
　公共ます設置工　　　     Ｎ= 16箇所

本田　地内
下豊複第7号
豊浦南部第2処理分区（113-1他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=829m
  開削工φ 75 　           Ｌ=179m
　　　　φ150　            Ｌ=605m
  推進工φ150　            Ｌ=  8m
        φ200　            Ｌ= 20m
　1号マンホール工　        Ｎ= 10基
　2号マンホール工（抗菌）　Ｎ=  1基
　小口径マンホール工　     Ｎ= 11基
　公共ます設置工　         Ｎ= 15箇所

令和２年度
からの繰越

上館　地内
特加補第1号
加治川第2処理分区（518他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=210m
　推進工φ200　　　　　    Ｌ=203m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  4基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  2箇所
　　　　　　（内　取付管管止　  1箇所）

緑町3丁目　地内
下補第3号
新発田北部処理分区（h267他）管渠工事

施工延長　                   Ｌ=216m
　推進工φ200(低耐荷力泥土圧)Ｌ=161m
　開削工φ150　              Ｌ= 49m
　2号マンホール工(抗菌)　    Ｎ=  1基
　1号マンホール工　          Ｎ=  1基
　小口径マンホール工　       Ｎ=  1基
　公共ます設置工　           Ｎ=  6箇所

藤塚浜　地内
下紫複第5号
紫雲寺藤塚浜処理分区（889他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=648m
　開削工φ150　 　　       Ｌ=638m
　1号マンホール工 　　　   Ｎ= 10基
　小口径マンホール工　     Ｎ=  4基
　公共ます設置工　　　     Ｎ= 37箇所
   　　      (内　取付管管止　　2箇所)

下飯塚　地内
下豊単第4号
豊浦北部第4処理分区（93他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=107m
　推進工φ200　            Ｌ=102m
　1号マンホール            Ｎ=  4基

草荷　地内
特加単第5号
加治川第3処理分区（3231他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=347m
　開削工φ150　　　　　    Ｌ=341m
　1号マンホール工 　　　   Ｎ=  5基
　小型マンホール工　 　    Ｎ=  6基
　公共ます設置工　　　 　　Ｎ= 10箇所

藤塚浜　地内
下紫単第1号
紫雲寺藤塚浜処理分区（895他）管渠工事

施工延長 　                Ｌ=534m
　開削工φ150　            Ｌ=522m
　1号マンホール工 　       Ｎ= 10基
　小口径マンホール 工　    Ｎ=  6基
　公共ます設置工 　        Ｎ= 25箇所

横岡　地内
特加単第4号
加治川第2処理分区（1737-3他）管渠工事

施工延長　Ｌ=120m
　推進工φ300　　　　　　　Ｌ= 34m
　開削工φ150　　　　　　　Ｌ= 81m
　1号マンホール　    　　　Ｎ=  2基
　2号マンホール　 　 　　　Ｎ=  1基
　2号マンホール(防食型) 　 Ｎ=  1基
  公共ます設置工　   　    Ｎ=  3箇所
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№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

下新保　地内
下補創第4号
新発田東部処理分区（u1-1）管渠その2工事

施工延長　                    Ｌ=267m
　鋼製さや管推進工φ350-φ200 Ｌ=  5m
　開削工(PE)φ100　           Ｌ=260m
　1号マンホール　             Ｎ=  1基
　3号レジンマンホール　       Ｎ=  1基

大手町5丁目　地内
下複第6号
新発田北部処理分区（665-11他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=232m
　開削工φ150　            Ｌ= 43m
　開削工φ200　            Ｌ=179m
　1号マンホール工          Ｎ=  5基
　小型マンホール工 　      Ｎ= 14基
　公共ます設置工　         Ｎ= 10箇所

藤塚浜　地内
下紫複第3号
紫雲寺藤塚浜処理分区舗装復旧（653他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=5,555㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

乙次　地内
下豊単第1号
豊浦北部第4処理分区（105他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=240m
　開削工φ150　            Ｌ=153m
　開削工φ200　            Ｌ= 82m
　1号マンホール工　 　     Ｎ=  4基
　小口径マンホール　       Ｎ=  2基
　公共桝設置工　   　      Ｎ= 13箇所

藤塚浜　地内
下紫複第2号
紫雲寺藤塚浜処理分区舗装復旧（701他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=6,202㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

横岡　地内
特加単第3号
加治川第2処理分区（1737-1他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=547m
　開削工φ75(圧送管)　　   Ｌ=545m
　1号マンホール(空気弁室)  Ｎ=  2基
　1号マンホール(防食型)　　Ｎ=  1基

新栄町2丁目　地内
下複新第1号
新発田北部処理分区新栄町中継ポンプ場建設
（場内整備）工事

汚水中継ポンプ場　場内整備
  コンクリートブロック積　   Ａ=128㎡
  排水構造物(自由勾配側溝他) Ｌ= 93m
  アスファルト舗装工　       Ａ=714㎡
  門塀･門扉･フェンス　       Ｎ=  1式
  植樹(低木･地被類)　        Ｎ=  1式
  既設マンホール改造　       Ｎ=  1式

大手町6丁目　地内
下単第10号
新発田北部処理分区（666-6他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=221m
　開削工φ200　            Ｌ= 48m
　      φ150　            Ｌ=167m
　1号マンホール　          Ｎ=  2基
　0号マンホール　          Ｎ=  2基
  小口径マンホール工　     Ｎ=  8基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所

城北町2丁目他　地内
下単第6号
新発田北部処理分区（452-2他）管渠工事

施工延長                 　Ｌ=146m
　開削工φ150　            Ｌ= 47m
　開削工φ200　            Ｌ= 91m
　1号マンホール 　         Ｎ=  4基
　小口径マンホール　       Ｎ=  5基
　小口径レジンマンホール 　Ｎ=  3基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所
　　　     　(取付管設置   Ｎ=  9箇所)
　家屋調査　 　　　        Ｎ= 17件

藤塚浜　地内
下紫単第3号
紫雲寺藤塚浜処理分区（622-2他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=478m
　開削工φ150　　　　　    Ｌ=470m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  8基
　小口径マンホール工　 　　Ｎ=  3基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  8箇所
　　　　    （内　取付管管止　  1箇所）

富塚町3丁目　地内
下単第8号
新発田北部処理分区（H25他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=217m
　開削工φ150　            Ｌ=211m
　1号マンホール 　         Ｎ=  2基
　小口径マンホール工　     Ｎ=  9基
　公共ます設置工　         Ｎ= 11箇所

藤塚浜　地内
下紫複第6号
紫雲寺藤塚浜処理分区（629他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=333m
　開削工φ150　　　　　    Ｌ=327m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  5基
　小口径マンホール工　 　　Ｎ=  2基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  5箇所
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№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

下新保　地内
下補創第4号
新発田東部処理分区（u1-1）管渠その2工事

施工延長　                    Ｌ=267m
　鋼製さや管推進工φ350-φ200 Ｌ=  5m
　開削工(PE)φ100　           Ｌ=260m
　1号マンホール　             Ｎ=  1基
　3号レジンマンホール　       Ｎ=  1基

大手町5丁目　地内
下複第6号
新発田北部処理分区（665-11他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=232m
　開削工φ150　            Ｌ= 43m
　開削工φ200　            Ｌ=179m
　1号マンホール工          Ｎ=  5基
　小型マンホール工 　      Ｎ= 14基
　公共ます設置工　         Ｎ= 10箇所

藤塚浜　地内
下紫複第3号
紫雲寺藤塚浜処理分区舗装復旧（653他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=5,555㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

乙次　地内
下豊単第1号
豊浦北部第4処理分区（105他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=240m
　開削工φ150　            Ｌ=153m
　開削工φ200　            Ｌ= 82m
　1号マンホール工　 　     Ｎ=  4基
　小口径マンホール　       Ｎ=  2基
　公共桝設置工　   　      Ｎ= 13箇所

藤塚浜　地内
下紫複第2号
紫雲寺藤塚浜処理分区舗装復旧（701他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=6,202㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

横岡　地内
特加単第3号
加治川第2処理分区（1737-1他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=547m
　開削工φ75(圧送管)　　   Ｌ=545m
　1号マンホール(空気弁室)  Ｎ=  2基
　1号マンホール(防食型)　　Ｎ=  1基

新栄町2丁目　地内
下複新第1号
新発田北部処理分区新栄町中継ポンプ場建設
（場内整備）工事

汚水中継ポンプ場　場内整備
  コンクリートブロック積　   Ａ=128㎡
  排水構造物(自由勾配側溝他) Ｌ= 93m
  アスファルト舗装工　       Ａ=714㎡
  門塀･門扉･フェンス　       Ｎ=  1式
  植樹(低木･地被類)　        Ｎ=  1式
  既設マンホール改造　       Ｎ=  1式

大手町6丁目　地内
下単第10号
新発田北部処理分区（666-6他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=221m
　開削工φ200　            Ｌ= 48m
　      φ150　            Ｌ=167m
　1号マンホール　          Ｎ=  2基
　0号マンホール　          Ｎ=  2基
  小口径マンホール工　     Ｎ=  8基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所

城北町2丁目他　地内
下単第6号
新発田北部処理分区（452-2他）管渠工事

施工延長                 　Ｌ=146m
　開削工φ150　            Ｌ= 47m
　開削工φ200　            Ｌ= 91m
　1号マンホール 　         Ｎ=  4基
　小口径マンホール　       Ｎ=  5基
　小口径レジンマンホール 　Ｎ=  3基
　公共ます設置工　         Ｎ=  6箇所
　　　     　(取付管設置   Ｎ=  9箇所)
　家屋調査　 　　　        Ｎ= 17件

藤塚浜　地内
下紫単第3号
紫雲寺藤塚浜処理分区（622-2他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=478m
　開削工φ150　　　　　    Ｌ=470m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  8基
　小口径マンホール工　 　　Ｎ=  3基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  8箇所
　　　　    （内　取付管管止　  1箇所）

富塚町3丁目　地内
下単第8号
新発田北部処理分区（H25他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=217m
　開削工φ150　            Ｌ=211m
　1号マンホール 　         Ｎ=  2基
　小口径マンホール工　     Ｎ=  9基
　公共ます設置工　         Ｎ= 11箇所

藤塚浜　地内
下紫複第6号
紫雲寺藤塚浜処理分区（629他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=333m
　開削工φ150　　　　　    Ｌ=327m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  5基
　小口径マンホール工　 　　Ｎ=  2基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ=  5箇所

№ 施工地及び工事名 工　事　内　容 工事費(円) 竣工年月日 備考

城北町１丁目　地内
下単第9号
新発田北部処理分区（589-3他）管渠工事

施工延長                 　Ｌ=186m
　開削工φ200　            Ｌ=140.3m
　      φ150　            Ｌ= 41.3m
　1号マンホール　          Ｎ=  3基
　小口径マンホール工     　Ｎ=  3基
　公共ます設置工　         Ｎ= 11箇所

下中　地内
特加複第1号
加治川第2処理分区（2692他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=179m
　開削工φ150　　　　    　Ｌ=173m
　1号マンホール工　　　    Ｎ=  4基
　小口径マンホール工　　   Ｎ=  3基
　公共ます設置工　　　　 　Ｎ= 12箇所

城北町2丁目　地内
下単第4号
新発田北部処理分区（565）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=127m
　開削工φ150　            Ｌ=126m
　１号マンホール　         Ｎ=  1基
　小口径マンホール　       Ｎ=  1基
　公共ます設置工　         Ｎ= 19箇所
　家屋調査　　　　         Ｎ= 24件

城北町3丁目　地内
下単第5号
新発田北部処理分区（531他）管渠工事

施工延長                   Ｌ=178m
　開削工φ150 　           Ｌ=175m
　1号マンホール　          Ｎ=  2基
　小口径マンホール　       Ｎ=  1基
　公共ます設置工　         Ｎ= 11箇所
　家屋調査(調査範囲変更)　 Ｎ= 14件

乙次　地内
下豊単第2号
豊浦北部第4処理分区（100他）管渠工事

施工延長　                 Ｌ=169m
　開削工φ150　            Ｌ=127m
　開削工φ200　            Ｌ= 39m
　1号マンホール工　        Ｎ=  3基
　小口径マンホール　       Ｎ=  1基
　公共桝設置工　　　       Ｎ=  6箇所

本田　地内
下豊複第2号
豊浦南部第2処理分区舗装復旧（87他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=4,229㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

古寺　地内
下補創第1号
新発田東部処理分区舗装復旧（U1-1）その2工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=2,870㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

八幡新田　地内
下補創第5号
新発田東部処理分区舗装復旧（m1-4-2）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工(車道) Ａ=2,220㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

東新町1丁目　地内
下補第7号
新発田東部処理分区（t183-1-1）マンホールポ
ンプ設置工事

マンホールポンプ設置工　   Ｎ=  1箇所
　機械設備工　             Ｎ=  1式
　電気設備工　             Ｎ=  1式

藤塚浜　地内
下紫複第1号
紫雲寺藤塚浜処理分区舗装復旧（771他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工　     Ａ=2,513㎡
　区画線設置工　           Ｎ=  1式

草荷　地内
特加補第3号
加治川第3処理分区（3249-1）マンホールポンプ
設置工事

マンホールポンプ設置工　   Ｎ=  1箇所
　機械設備工　             Ｎ=  1式
　電気設備工　             Ｎ=  1式

横岡　地内
特加単第6号
加治川第2処理分区（1737-1-1）マンホールポン
プ設置工事

マンホールポンプ設置工   　Ｎ=  1箇所
　機械設備工             　Ｎ=  1式
　電気設備工　             Ｎ=  1式

城北町3丁目　地内
下単第12号
新発田北部処理分区舗装復旧（546-2他）工事

舗装本復旧
　アスファルト舗装工(車道) Ａ=1,999㎡
　区画線設置工             Ｎ=  1式

新栄町2丁目　地内
下補防第1号
新発田北部処理分区新栄町中継ポンプ場汚水ポ
ンプ設置工事

水中汚水ポンプ設置工　     Ｎ=  2台
　機械設備工　             Ｎ=  1式
　電気設備工　             Ｎ=  1式

城北町1丁目他　地内
下複第1号
新発田北部処理分区舗装復旧（665-33他）工事

舗装本復旧工
　アスファルト舗装工(車道) Ａ=1,780㎡
　区画線工　               Ｎ=  1式
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３　業　務
⑴　業務量

増減 比率

(人) △1,044 △1.1

(人)

(人)

(％)

(％)

(㎥) △28,767 △0.4

(㎥)

(㎥) △79 △0.4

(㎥)

(％)

※合併処理浄化槽は含まない。

年 間 汚 水 処 理 水 量

水 洗 化 率

水 洗 化 人 口

普 及 率

一 日 平 均 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

行 政 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 人 口

                    年    度
    区    分

令和３年度 令和２年度

年 間 有 収 率

一 日 平 均 有 収 水 量

比   較
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３　業　務
⑴　業務量

増減 比率

(人) △1,044 △1.1

(人)

(人)

(％)

(％)

(㎥) △28,767 △0.4

(㎥)

(㎥) △79 △0.4

(㎥)

(％)

※合併処理浄化槽は含まない。

年 間 汚 水 処 理 水 量

水 洗 化 率

水 洗 化 人 口

普 及 率

一 日 平 均 処 理 水 量

年 間 有 収 水 量

行 政 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 人 口

                    年    度
    区    分

令和３年度 令和２年度

年 間 有 収 率

一 日 平 均 有 収 水 量

比   較

⑵　事業収入に関する事項

増  減 比  率

円 円 円 ％

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金 △116,002 △0.9

そ の 他 営 業 収 益 △15,000 △50.0

他 会 計 補 助 金

国 県 補 助 金 皆増

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

△13,875 △0.1

そ の 他 特 別 利 益 △13,875 △0.1

⑶　事業費に関する事項

増  減 比  率

円 円 円 ％

管 渠 き ょ 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

普 及 指 導 費 △14,302,906 △57.4

業 務 費 △5,342,505 △8.7

総 係 費

下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △1,800,661 △98.5

そ の 他 営 業 費 用 －

△18,212,719 △3.2

支払利息及び企業債取扱諸費 △17,941,669 △3.2

雑 支 出 △271,050 △29.1

△770,109 △18.6

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失 △2,093,570 △91.0

特　別　損　失

支 出 合 計

収　支　差　引

営 業 外 収 益

特　別　利　益

収 入 合 計

営　業　費　用

(消費税及び地方消費税を含まない金額）

区　　分 令和３年度

営 業 外 費 用

令和２年度
比    　較

(消費税及び地方消費税を含まない金額）

区　　分 令和３年度 令和２年度
比   　 較

営　業　収　益
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⑷　不納欠損に関する事項

人 件 円

公 共 下 水 道 使 用 料

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 使 用 料

農 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料

公 共 下 水 道 事 業 受 益 者 負 担 金

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 事 業 受 益 者 負 担 金

金　　額

合　　計

区　　分 人　　数 件　　数
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⑷　不納欠損に関する事項

人 件 円

公 共 下 水 道 使 用 料

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 使 用 料

農 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料

公 共 下 水 道 事 業 受 益 者 負 担 金

特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 事 業 受 益 者 負 担 金

金　　額

合　　計

区　　分 人　　数 件　　数

４　会　計

　⑴　重要契約の要旨

イ　工事請負契約　(契約額1件5,000万円以上）

契約年月日 契　約　件　名 相　手　方 契約金額 竣工年月日
円

下補創第3号　新発田東部処理分区（m1-4-2）管渠工事 ㈱亨和建設

下豊複第3号　豊浦北部第4処理分区（97他）管渠工事 新発田建設㈱

下複第10号　新発田北部処理分区（h444-3他）管渠工事
（繰越）

新発田建設㈱

下複第3号　新発田東部処理分区（t183-2他）管渠工事 ㈱石井組

特加補第2号　加治川第3処理分区（3243他）管渠工事 ㈱林組

下補第4号　新発田北部処理分区（h347他）管渠工事 ㈱伊藤組

下豊複第4号　笹神上高関処理分区（16他）管渠工事 ㈱馬場工務店

下補第6号　新発田北部処理分区（586-4他）管渠工事 ㈱新和組

下複第2号　新発田北部処理分区（h364他）管渠工事 ㈱小池組

下補第5号　新発田東部処理分区（t138他）管渠工事 ㈱石井組

下複第5号　新発田北部処理分区（H15他）管渠工事 丸運建設㈱下越支店

下紫複第4号　紫雲寺藤塚浜処理分区（647他）管渠工事 ㈱長谷川建設

下豊複第7号　豊浦南部第2処理分区（113-1他）管渠工事
（繰越）

㈱宝重機建設

特加補第1号　加治川第2処理分区（518他）管渠工事 ㈱岩川組

下補第3号　新発田北部処理分区（h267他）管渠工事 ㈱加賀田組下越営業所

下紫複第5号　紫雲寺藤塚浜処理分区（889他）管渠工事 ㈱熊倉組

下豊単第4号　豊浦北部第4処理分区（93他）管渠工事 ㈱宝重機建設

№
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ロ　業務委託契約(契約額1件300万円以上)　

№ 契約年月日 履行年月日

令和4年度下水道受益者負担金新規賦課区域
データ作成業務委託

㈱ナカノアイシステム

下補創委第3号　新発田東部処理分区（m1-4-
2他）管渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

特加複委第1号　加治川処理区（3231他）管
渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

下紫複委第1号　紫雲寺藤塚浜処理分区（895
他）管渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

下複委第2号　新発田北部処理分区（h364
他）管渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

下豊複委第1号　豊浦北部第4・笹神上高関処
理分区積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

下複委第1号　新発田北部・東部処理分区
（H15他）管渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

令和3年度　下水道台帳作成業務委託 ㈱ナカノアイシステム

下補創委第1号　新発田北部処理分区（緑町
工区）地質調査業務委託

㈱興和

下複委第5号　新発田北部・東部処理分区
（h364他）管渠工事積算業務委託

（財）新潟県建設技術センター

令和3年度　下水道資産台帳・設備台帳作成
業務委託

オリジナル設計㈱新潟事務所

下補創委第4号　新発田北部処理分区（島潟
工区）地質調査業務委託

㈱新研基礎コンサルタント

下補創委第5号　新発田東部処理分区（内竹
地区）水管橋詳細設計業務委託

㈱中央設計技術研究所新潟事務所

低コ委第1号　農集排施設機能診断業務及び
最適整備構想策定業務委託

新潟県土地改良事業団体連合会

防安補委第2号　新発田市公共下水道施設耐
水化計画策定業務委託

オリジナル設計㈱新潟事務所

下補創委第2号　新発田北部処理分区（中田
町工区）地質調査業務委託

明治コンサルタント㈱

特加単委第1号　加治川特定環境保全公共下
水道全体計画見直し等業務委託

㈱東京設計事務所新潟支所

防安補委第1号　新発田市公共下水道施設再
構築基本設計（ストックマネジメント実施計
画）に係る技術的援助に関する協定

地方共同法人 日本下水道事業団

下複創委第1号　新発田北部処理分区管渠実
施設計業務委託（繰越）

㈱ナルサワコンサルタント新潟支店

下単委第1号　新発田市流域関連公共下水道
事業計画変更等業務委託

オリジナル設計㈱新潟事務所

契　約　内　容 相　手　方 契約金額
円
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⑵　企業債及び一時借入金の概況

イ　企業債

備　考

(未償還件数)

ロ　一時借入金

備　考

(未償還件数)

新 発 田 市

計

借  入  先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高

円 円 円 円

計

郵便貯金簡易生命保険管理機構

新 発 田 信 用 金 庫 本 店

大 光 銀 行 新 発 田 支 店

きらやか銀行新発田 支店

第四北越銀行新発田中央支店

第四北越銀行新発田 支店

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

財 務 省

円 円 円 円

借  入  先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高
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５　その他

⑴　他会計補助金等の使途について

イ　収益的収入

 営業収益－他会計負担金－他会計負担金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

動 力 費
手 数 料

減 価 償 却 費
企 業 債 利 息

 営業外収益－他会計補助金－他会計補助金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

委 託 料
手 数 料

法 定 福 利 費
保 険 料
公 租 公 課 費
減 価 償 却 費
企 業 債 利 息
一 時 借 入 金 利 息

児 童 手 当 補 助 金 職 員 給 与 費

 国庫補助金－国庫補助金－国庫補助金

補  助  を  受  け  た  目  的 使   途 金   額 備   考
円

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金
備 消 品 費
燃 料 費
賃 借 料

特定収入

 営業外収益－雑収益－その他雑収益

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

消費税及び地方消費税還付加算金 手 数 料

市 有 物 件 事 故 補 償 金 修 繕 費

ロ　資本的収入

 他会計補助金－他会計補助金－他会計補助金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円

負 担 金
工 事 請 負 費
委 託 料
企 業 債 償 還 元 金

職 員 給 与 費
法 定 福 利 費

児 童 手 当 補 助 金 職 員 給 与 費

 国庫補助金－国庫補助金－国庫補助金

補  助  を  受  け  た  目  的 使   途 金   額 備   考
円

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 特定収入

防災・安全社会資本整備総合交付金 特定収入

地方創生汚水処理施設整備推進交付金 特定収入

雨 水 処 理 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

計

計

計

計

工 事 請 負 費
委 託 料
路 面 復 旧 費

計

計
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５　その他

⑴　他会計補助金等の使途について

イ　収益的収入

 営業収益－他会計負担金－他会計負担金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

動 力 費
手 数 料

減 価 償 却 費
企 業 債 利 息

 営業外収益－他会計補助金－他会計補助金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

委 託 料
手 数 料

法 定 福 利 費
保 険 料
公 租 公 課 費
減 価 償 却 費
企 業 債 利 息
一 時 借 入 金 利 息

児 童 手 当 補 助 金 職 員 給 与 費

 国庫補助金－国庫補助金－国庫補助金

補  助  を  受  け  た  目  的 使   途 金   額 備   考
円

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金
備 消 品 費
燃 料 費
賃 借 料

特定収入

 営業外収益－雑収益－その他雑収益

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

消費税及び地方消費税還付加算金 手 数 料

市 有 物 件 事 故 補 償 金 修 繕 費

ロ　資本的収入

 他会計補助金－他会計補助金－他会計補助金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円

負 担 金
工 事 請 負 費
委 託 料
企 業 債 償 還 元 金

職 員 給 与 費
法 定 福 利 費

児 童 手 当 補 助 金 職 員 給 与 費

 国庫補助金－国庫補助金－国庫補助金

補  助  を  受  け  た  目  的 使   途 金   額 備   考
円

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 特定収入

防災・安全社会資本整備総合交付金 特定収入

地方創生汚水処理施設整備推進交付金 特定収入

雨 水 処 理 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

計

計

計

計

工 事 請 負 費
委 託 料
路 面 復 旧 費

計

計

 県補助金－県補助金－県補助金

補  助  を  受  け  た  目  的 使   途 金   額 備   考
円 円

低コスト型農業集落排水施設更新支援事業補助金 委 託 料 特定収入

農業集落排水整備事業起債償還補助金 企 業 債 償 還 元 金 特定収入

 分担金及び負担金－分担金－受益者分担金、受益者加入分担金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

公共下水道事業負担区域外流入受益者分担金

特定環境保全公共下水道事業負担区域外流入受益者分担金

公共下水道事業受益者加入分担金

特定環境保全公共下水道事業受益者加入分担金

農 業 集 落 排 水 施 設 加 入 分 担 金

 分担金及び負担金－負担金－受益者負担金

収　入　区　分 使   途 特定収入以外 特定収入
円 円

公 共 下 水 道 事 業 受 益 者 負 担 金

特定環境保全公共下水道事業受益者負担金

計

工 事 請 負 費

計

工 事 請 負 費
下 水 道 建 設 費 負 担 金

計



− 30 −

(単位　円)

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,048,050
退職給付引当金等の増減額（△は減少）
長期前払消費税の増減額（△は増加）
長期前受金戻入額 △1,679,101,684
受取利息及び配当金
支払利息
固定資産除却費
固定資産売却損益（△は益）
有価証券売却益
リース取引差額調整額（△は益）
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少） △50,083,107
前払金の増減額（△は増加）
前受金の増減額（△は減少）
その他流動資産の増減額（△は増加）
その他流動負債の増減額（△は減少） △12,773,048
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △542,439,802
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △2,561,651,749
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出 △36,168,326
無形固定資産の売却による収入
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入
国庫補助金等返還金
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
分担金及び負担金等による収入
長期貸付金による支出
長期貸付金の回収による収入
長期貸付金の貸倒回収不能額
短期貸付金による支出 △434,000
短期貸付金の回収による収入
短期貸付金の貸倒回収不能額
基金の取崩による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △459,453,086

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出 △2,615,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,871,573,177
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出 △16,958,000
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入
その他の他会計借入金の返済による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー △30,231,177

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減少額） △12,159,815
資金期首残高
資金期末残高

令和３年度新発田市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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節 金額（円）

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

下水道使用料 公共下水道事業 933,554,162円

農業集落排水事業 86,879,717円

他会計負担金

他会計負担金 一般会計雨水処理負担金

その他営業収益

手数料 排水設備指定工事店登録手数料

営業外収益

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金、児童手当繰入金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

長期前受金戻入

長期前受金戻入 他会計補助金戻入 44,713,979円

国庫補助金戻入 499,716,134円

県補助金戻入 244,901,767円

受益者負担金・分担金戻入 44,567,563円

工事負担金戻入 698,308円

受贈財産評価額戻入 81,636,716円

元金償還金繰入金戻入 762,741,527円

雑収益

その他雑収益 行政財産使用料、延滞金等

特別利益

その他特別利益

その他特別利益 下水道事業維持管理負担金精算還付金等

下水道事業費用

営業費用

管渠(きょ)費

備消品費

通信運搬費

工事請負費 管渠(きょ)施設維持工事

委託料 中継ポンプ維持管理業務委託等

手数料

賃借料

修繕費

路面復旧費

動力費

材料費

保険料

ポンプ場費

備消品費

燃料費

光熱水費

工事請負費 ポンプ場施設維持工事

委託料 ポンプ場維持管理業務委託等

手数料

修繕費

動力費

薬品費

保険料

収益的収入及び支出明細書

（消費税及び地方消費税を含まない金額）

款　項　目 備　考
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節 金額（円）款　項　目 備　考

処理場費

備消品費 水質検査試薬及び器具消耗品等

燃料費

光熱水費

通信運搬費

工事請負費 処理場施設維持工事

委託料 処理場運転・維持管理業務委託等

手数料 脱水汚泥搬出手数料等

賃借料

修繕費

動力費

薬品費

保険料

普及指導費

手当 予算額 242,000円

決算額 239,649円

報酬 予算額 7,236,000円
決算額 7,201,546円

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

工事請負費

委託料

手数料 事業場排水水質検査手数料等

賃借料

保険料

業務費

給料 予算額 12,319,000円

決算額 12,318,600円

手当 予算額 5,095,000円

決算額 4,735,459円

賞与引当金繰入額 予算額 1,951,000円

決算額 1,948,000円

賞与引当金繰入額 1,627,000円

法定福利費引当金繰入額 321,000円

報酬 予算額 1,768,000円

決算額 1,761,642円

法定福利費 予算額 3,539,000円

決算額 3,538,879円

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料 使用料徴収委託(水道局・阿賀野市)等

手数料

賃借料

修繕費

保険料

公租公課費

月岡処理区カラーマンホール蓋設置工事
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節 金額（円）款　項　目 備　考

処理場費

備消品費 水質検査試薬及び器具消耗品等

燃料費

光熱水費

通信運搬費

工事請負費 処理場施設維持工事

委託料 処理場運転・維持管理業務委託等

手数料 脱水汚泥搬出手数料等

賃借料

修繕費

動力費

薬品費

保険料

普及指導費

手当 予算額 242,000円

決算額 239,649円

報酬 予算額 7,236,000円
決算額 7,201,546円

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

工事請負費

委託料

手数料 事業場排水水質検査手数料等

賃借料

保険料

業務費

給料 予算額 12,319,000円

決算額 12,318,600円

手当 予算額 5,095,000円

決算額 4,735,459円

賞与引当金繰入額 予算額 1,951,000円

決算額 1,948,000円

賞与引当金繰入額 1,627,000円

法定福利費引当金繰入額 321,000円

報酬 予算額 1,768,000円

決算額 1,761,642円

法定福利費 予算額 3,539,000円

決算額 3,538,879円

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料 使用料徴収委託(水道局・阿賀野市)等

手数料

賃借料

修繕費

保険料

公租公課費

月岡処理区カラーマンホール蓋設置工事

節 金額（円）款　項　目 備　考

総係費

給料 予算額 37,066,000円

決算額 37,065,600円

手当 予算額 14,568,000円

決算額 14,455,298円

賞与引当金繰入額 予算額 5,916,000円

決算額 5,916,000円

賞与引当金繰入額 4,946,000円

法定福利費引当金繰入額 970,000円

報酬 下水道事業審議会委員報酬

法定福利費 予算額 13,387,000円

決算額 13,228,870円

退職給付費 予算額 9,258,000円

決算額 9,257,041円

旅費

被服費

備消品費

燃料費

印刷製本費

委託料 企業会計システム保守業務委託等

手数料

賃借料

修繕費

食糧費

負担金 水道庁舎使用負担金等

研修費

会費負担金

保険料

公租公課費

貸倒引当金繰入額 未収下水道使用料及び受益者負担金分

下水道維持管理負担金

下水道維持管理負担金 流域下水道維持管理負担金、

胎内市特環維持管理負担金等

減価償却費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費 施設利用権等減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

企業債利息 公共下水道事業 472,235,948円

農業集落排水事業 70,189,543円

一時借入金利息 公共下水道事業 13,051円

農業集落排水事業 1,260円

雑支出

その他雑支出

特別損失

過年度損益修正損

貸倒損失 受益者負担金・分担金

過年度損益修正損 過年度下水道使用料の漏水減免等

その他特別損失

その他特別損失 胎内市特環維持管理負担金精算金

　(注) 備考欄の予算額及び決算額は、議会の議決を経なければ流用できない経費を示す(消費税及び地方消費税を含む。)。

支払利息及び
企業債取扱諸費
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節 金額（円）

資本的収入

企業債

企業債

公共下水道事業債等

他会計補助金

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金、児童手当繰入金

国庫補助金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金等

県補助金

県補助金

県補助金 農業集落排水整備事業起債償還県補助金等

分担金及び負担金

分担金

受益者分担金 負担区域外からの接続に係る分担金

受益者加入分担金

負担金

受益者負担金

返済金

貸付金返済金

貸付金返済金 排水設備設置資金貸付預託金返済金

資本的支出

建設改良費

事務費

給料 予算額 45,087,000円

決算額 45,086,700円

手当 予算額 21,377,000円

決算額 20,716,118円

報酬 予算額 1,082,000円

決算額 1,081,800円

法定福利費 予算額 13,709,000円

決算額 13,708,881円

旅費

被服費

備消品費

燃料費

印刷製本費

委託料

賃借料

修繕費

負担金

保険料

公租公課費

管渠(きょ)建設改良費

工事請負費 汚水管渠(きょ)等整備工事等

委託料 調査・設計・監理委託料

路面復旧費

補償費 物件移転・破損補償

資本的収入及び支出明細書

（消費税及び地方消費税を含まない金額）

款　項　目 備　考

建設改良費等の財源に充
てるための企業債
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節 金額（円）

資本的収入

企業債

企業債

公共下水道事業債等

他会計補助金

他会計補助金

他会計補助金 一般会計補助金、児童手当繰入金

国庫補助金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金等

県補助金

県補助金

県補助金 農業集落排水整備事業起債償還県補助金等

分担金及び負担金

分担金

受益者分担金 負担区域外からの接続に係る分担金

受益者加入分担金

負担金

受益者負担金

返済金

貸付金返済金

貸付金返済金 排水設備設置資金貸付預託金返済金

資本的支出

建設改良費

事務費

給料 予算額 45,087,000円

決算額 45,086,700円

手当 予算額 21,377,000円

決算額 20,716,118円

報酬 予算額 1,082,000円

決算額 1,081,800円

法定福利費 予算額 13,709,000円

決算額 13,708,881円

旅費

被服費

備消品費

燃料費

印刷製本費

委託料

賃借料

修繕費

負担金

保険料

公租公課費

管渠(きょ)建設改良費

工事請負費 汚水管渠(きょ)等整備工事等

委託料 調査・設計・監理委託料

路面復旧費

補償費 物件移転・破損補償

資本的収入及び支出明細書

（消費税及び地方消費税を含まない金額）

款　項　目 備　考

建設改良費等の財源に充
てるための企業債

節 金額（円）款　項　目 備　考

ポンプ場建設改良費

工事請負費 新栄町中継ポンプ場場内整備工事等

委託料

処理場建設改良費

工事請負費

委託料

下水道建設費負担金

下水道建設費負担金 流域下水道建設事業負担金、

中条浄化センター建設事業負担金

有形固定資産購入費

水道メーター

企業債償還金

企業債償還金

公共下水道事業 1,548,497,343円

農業集落排水事業 323,075,834円

その他の企業債償還金 公共下水道事業 10,059,000円

農業集落排水事業 6,899,000円

貸付金

貸付金

貸付金 排水設備設置資金貸付預託金

　(注) 備考欄の予算額及び決算額は、議会の議決を経なければ流用できない経費を示す(消費税及び地方消費税を含む。)。

その他有形固定資産購入
費

建設改良費等の財源に充
てるための企業債償還金
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1　有形固定資産明細書

円 円 円 円

土地

施設用地

建物

ポンプ場用建物

処理場用建物

構築物

管路施設

ポンプ場施設

処理場施設

その他構築物

機械及び装置

ポンプ場用電気設備

処理場用電気設備

ポンプ場用機械設備

処理場用機械設備

その他機械及び装置

車両運搬具

車両運搬具

工具器具及び備品

工具器具及び備品

建設仮勘定

建設仮勘定

2　無形固定資産明細書

円 円 円 円

3　投資その他の資産明細書

円 円 円 円

地  　上  　権

施 設 利 用 権

計

ソフトウエア

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

合　　計

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高

出　　捐　　金

基　　　　　金

計

固　定　資　産

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
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1　有形固定資産明細書

円 円 円 円

土地

施設用地

建物

ポンプ場用建物

処理場用建物

構築物

管路施設

ポンプ場施設

処理場施設

その他構築物

機械及び装置

ポンプ場用電気設備

処理場用電気設備

ポンプ場用機械設備

処理場用機械設備

その他機械及び装置

車両運搬具

車両運搬具

工具器具及び備品

工具器具及び備品

建設仮勘定

建設仮勘定

2　無形固定資産明細書

円 円 円 円

3　投資その他の資産明細書

円 円 円 円

地  　上  　権

施 設 利 用 権

計

ソフトウエア

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

合　　計

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 当年度減価償却高

出　　捐　　金

基　　　　　金

計

固　定　資　産

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 当年度増加額 当年度減少額 累　　計
円 円 円 円

円

財団法人新潟県下水道公社

農業集落排水施設維持管理基金

年度末現在高

備　　　　　考

減　価　償　却　累　計　額

年度末償却未済高 備　考

備　　　　　考

　明　細　書



− 38 −

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成6年5月27日 令和6年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年3月27日 令和7年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成7年3月27日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成8年3月25日 令和7年9月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年1月30日 令和6年9月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年1月31日 令和8年9月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成9年5月23日 令和9年3月 簡易生命保険 旧紫雲寺町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成9年5月29日 令和9年3月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成9年5月29日 令和9年3月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成10年5月20日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和10年3月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年5月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年11月30日 令和11年9月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成11年11月30日 令和9年9月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成12年3月24日 令和12年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成12年3月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成12年5月19日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成12年5月26日 令和12年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年3月26日 令和13年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成13年3月29日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成13年3月29日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年3月30日 令和12年9月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成13年5月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

備 考

建
　
設
　
改
　
良
　
費
　
等
　
の
　
財
　
源
　
に
　
充
　
て
　
る
　
た
　
め
　
の
　
企
　
業
　
債

公
　
共
　
下
　
水
　
道
　
事
　
業

企　業　債　明　細　書

種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成6年5月27日 令和6年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年3月27日 令和7年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成7年3月27日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成8年3月25日 令和7年9月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年1月30日 令和6年9月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年1月31日 令和8年9月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成9年5月23日 令和9年3月 簡易生命保険 旧紫雲寺町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成9年5月29日 令和9年3月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成9年5月29日 令和9年3月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成10年5月20日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和10年3月 簡易生命保険 市公共下水道分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年5月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成11年11月30日 令和11年9月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成11年11月30日 令和9年9月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成12年3月24日 令和12年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成12年3月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成12年5月19日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成12年5月26日 令和12年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年3月26日 令和13年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成13年3月29日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成13年3月29日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年3月30日 令和12年9月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成13年5月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

備 考

建
　
設
　
改
　
良
　
費
　
等
　
の
　
財
　
源
　
に
　
充
　
て
　
る
　
た
　
め
　
の
　
企
　
業
　
債

公
　
共
　
下
　
水
　
道
　
事
　
業

企　業　債　明　細　書

種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成13年5月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成13年5月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成13年8月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成13年8月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成13年8月30日 令和13年3月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成14年3月25日 令和14年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成14年3月28日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成14年5月20日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 米倉地区分

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成14年6月28日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年6月28日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年10月30日 令和12年9月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年12月20日 令和12年9月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成14年12月24日 令和14年9月 簡易生命保険 旧豊浦町分

平成15年3月25日 令和15年3月 財務省財政融資資金 米倉地区分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成16年5月20日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成17年7月29日 令和17年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成19年3月26日 令和19年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年3月25日 令和20年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年7月28日 令和20年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成21年3月25日 令和21年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成21年3月30日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年3月25日 令和22年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年8月6日 令和22年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成22年8月10日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年9月27日 令和22年9月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成22年9月29日 令和22年9月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成24年1月27日 令和23年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成24年3月26日 令和24年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成25年3月25日 令和25年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成26年3月25日 令和26年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成27年3月25日 令和27年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成28年3月25日 令和28年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成28年5月26日 令和8年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成29年3月27日 令和39年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年3月26日 令和40年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年5月28日 令和40年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和元年7月29日 令和41年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和2年3月25日 令和42年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年1月27日 令和42年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年3月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年10月27日 令和43年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日 令和44年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日 令和44年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

市公共下水道分
（起債前借分）

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

市公共下水道分
（起債前借分）

平成4年5月27日 令和4年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成4年5月27日 令和4年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成6年5月13日 令和6年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成6年5月27日 令和6年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成20年7月28日 令和20年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成21年3月25日 令和21年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成21年3月30日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年3月25日 令和22年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年8月6日 令和22年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成22年8月10日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 市公共下水道分

平成22年9月27日 令和22年9月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成22年9月29日 令和22年9月 地方公共団体金融機構 福島地区分

平成24年1月27日 令和23年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成24年3月26日 令和24年3月 財務省財政融資資金 福島地区分

平成25年3月25日 令和25年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成26年3月25日 令和26年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成27年3月25日 令和27年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成28年3月25日 令和28年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成28年5月26日 令和8年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成29年3月27日 令和39年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年3月26日 令和40年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成30年5月28日 令和40年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和元年7月29日 令和41年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和2年3月25日 令和42年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年1月27日 令和42年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年3月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和3年10月27日 令和43年9月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日 令和44年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日 令和44年3月 財務省財政融資資金 市公共下水道分

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

市公共下水道分
（起債前借分）

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

市公共下水道分
（起債前借分）

平成4年5月27日 令和4年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成4年5月27日 令和4年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成6年5月13日 令和6年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成6年5月27日 令和6年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成6年5月27日 令和6年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成6年12月20日 令和4年9月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成7年3月27日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成7年3月27日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成7年3月27日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成7年5月22日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成8年5月27日 令和8年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成8年5月27日 令和8年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成8年5月27日 令和8年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成10年2月10日 令和9年9月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年2月10日 令和7年9月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成10年3月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年3月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年3月25日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成10年3月25日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成10年5月20日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成11年5月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成11年5月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成11年5月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成12年5月26日 令和12年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成12年5月26日 令和12年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成13年5月30日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成14年5月20日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金
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当年度償還高 償還高累計
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備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成16年5月20日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年5月27日 令和17年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成18年5月26日 令和18年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成20年5月27日 令和20年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成22年5月26日 令和22年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成23年5月26日 令和23年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成24年5月28日 令和24年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成25年5月28日 令和25年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成26年5月27日 令和26年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成27年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成28年5月26日 令和8年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和3年3月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和4年3月25日 令和14年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成5年9月27日 令和5年9月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成6年5月13日 令和6年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成7年1月31日 令和6年9月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成7年5月22日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成7年5月22日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成8年5月27日 令和8年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分
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未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成16年5月20日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成17年5月27日 令和17年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成18年5月26日 令和18年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成20年5月27日 令和20年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成22年5月26日 令和22年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 流域下水道負担金

平成23年5月26日 令和23年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成24年5月28日 令和24年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成25年5月28日 令和25年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成26年5月27日 令和26年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成27年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成28年5月26日 令和8年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和3年3月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

令和4年3月25日 令和14年3月 財務省財政融資資金 流域下水道負担金

平成5年5月28日 令和5年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成5年9月27日 令和5年9月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成6年5月13日 令和6年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成6年5月20日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成7年1月31日 令和6年9月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成7年5月22日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成7年5月22日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 荒川地区分

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 荒川地区分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成8年5月27日 令和8年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分
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未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成9年5月23日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成9年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成9年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成10年5月20日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成10年5月20日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成11年5月20日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成11年5月20日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成12年3月22日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成12年3月24日 令和12年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成12年5月19日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成12年5月19日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成13年3月22日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成13年3月26日 令和13年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成13年5月25日 令和13年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成14年5月20日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成14年5月20日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成14年5月27日 令和14年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧豊浦町分

平成15年5月20日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 旧豊浦町分

平成15年10月7日 令和15年9月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成15年10月10日 令和13年9月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成16年5月20日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成16年5月20日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 旧紫雲寺町分

平成17年4月22日 令和17年3月 財務省財政融資資金 旧加治川村分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 旧紫雲寺町分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成17年4月22日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 旧加治川村分

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成17年5月27日 令和17年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分

平成17年5月27日 令和17年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成19年3月26日 令和19年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成19年3月29日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年3月25日 令和20年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年7月28日 令和20年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成21年3月25日 令和21年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成21年3月30日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成22年3月25日 令和22年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成22年8月6日 令和22年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成22年8月10日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成24年3月26日 令和24年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成25年3月25日 令和25年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成25年3月29日 令和4年3月 大光銀行新発田支店 荒川地区分

平成26年3月25日 令和26年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成27年3月25日 令和27年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成27年5月26日 令和27年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成28年5月30日 令和8年3月 第四北越銀行新発田支店 加治川地区分

平成28年5月30日 令和38年3月 きらやか銀行新発田支店 紫雲寺地区分　他

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成30年3月26日 令和40年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分

平成30年5月28日 令和40年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分　他

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成31年3月25日 令和41年3月 財務省財政融資資金 豊浦地区分

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 豊浦地区分
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成19年3月26日 令和19年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成19年3月29日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 上中山地区分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 上中山地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年3月25日 令和20年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成20年3月28日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成20年7月28日 令和20年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成21年3月25日 令和21年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成21年3月30日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 住田地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分

平成22年3月25日 令和22年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成22年3月30日 令和20年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分　他

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 月岡地区分　他

平成22年8月6日 令和22年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成22年8月10日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 紫雲寺地区分

平成24年3月26日 令和24年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成25年3月25日 令和25年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成25年3月29日 令和4年3月 大光銀行新発田支店 荒川地区分

平成26年3月25日 令和26年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分　他

平成27年3月25日 令和27年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成27年5月26日 令和27年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成28年5月30日 令和8年3月 第四北越銀行新発田支店 加治川地区分

平成28年5月30日 令和38年3月 きらやか銀行新発田支店 紫雲寺地区分　他

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成30年3月26日 令和40年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分　他

平成30年5月28日 令和10年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分

平成30年5月28日 令和40年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分　他

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成31年3月25日 令和11年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

平成31年3月25日 令和41年3月 財務省財政融資資金 豊浦地区分

令和2年3月25日 令和12年3月 財務省財政融資資金 豊浦地区分
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

令和2年3月25日 令和42年3月 財務省財政融資資金 紫雲寺地区分

令和3年1月27日 令和42年9月 財務省財政融資資金 加治川地区分

令和3年3月25日 令和43年3月 財務省財政融資資金 月岡地区分

令和3年3月25日 令和43年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分

令和3年9月27日 令和13年9月 財務省財政融資資金 月岡地区分

令和4年3月25日 令和14年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

月岡地区分
（起債前借分）

令和4年3月25日 令和44年3月 財務省財政融資資金 加治川地区分

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

加治川地区分
（起債前借分）

平成5年9月27日 令和5年9月 財務省財政融資資金 松岡地区分

平成6年5月30日 令和4年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分

平成7年1月30日 令和4年9月 地方公共団体金融機構 松岡地区分

平成7年1月31日 令和6年9月 財務省財政融資資金 松岡地区分

平成7年5月26日 令和7年3月 財務省財政融資資金 松岡地区分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分

平成7年5月30日 令和5年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分

平成8年5月16日 令和6年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分　他

平成9年3月25日 令和9年3月 財務省財政融資資金 松岡地区分　他

平成9年3月28日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成9年5月30日 令和7年3月 地方公共団体金融機構 松岡地区分　他

平成9年9月25日 令和9年9月 財務省財政融資資金 松岡地区分　他

平成9年9月30日 令和7年9月 地方公共団体金融機構 石喜地区分

平成10年5月25日 令和10年3月 財務省財政融資資金 石喜地区分　他

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成10年5月28日 令和8年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成11年5月28日 令和9年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成12年3月24日 令和12年3月 財務省財政融資資金 石喜地区分　他

平成12年3月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成12年5月30日 令和10年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成13年3月26日 令和13年3月 財務省財政融資資金 石喜地区分　他

平成13年3月29日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成13年5月8日 令和11年3月 地方公共団体金融機構 石喜地区分　他

平成14年1月30日 令和11年9月 地方公共団体金融機構 島潟地区分

平成14年1月31日 令和13年9月 財務省財政融資資金 石喜地区分　他

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 島潟地区分　他

平成14年5月30日 令和12年3月 地方公共団体金融機構 島潟地区分　他

平成15年3月25日 令和15年3月 財務省財政融資資金 島潟地区分　他

平成15年3月25日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 菅谷地区分　他

平成15年3月25日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 島潟地区分

平成15年5月26日 令和15年3月 財務省財政融資資金 島潟地区分　他

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 島潟地区分　他

平成15年5月29日 令和13年3月 地方公共団体金融機構 島潟地区分　他

平成16年5月27日 令和16年3月 財務省財政融資資金 中井地区分　他

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分

平成16年5月28日 令和14年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成17年5月27日 令和15年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他
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当年度償還高 償還高累計

円 円 円 円 ％

備 考種 類 区分 発行年月日 発行総額

償　　還　　高

未償還残高 利 率 償還終期 借入先

平成17年5月27日 令和17年3月 財務省財政融資資金 中井地区分　他

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成18年5月30日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成18年8月18日 令和18年3月 財務省財政融資資金 中井地区分　他

平成18年8月22日 令和16年3月 地方公共団体金融機構 三光地区分

平成19年5月28日 令和19年3月 財務省財政融資資金 中井地区分　他

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成19年5月30日 令和17年3月 地方公共団体金融機構 中井地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 三光地区分　他

平成20年5月29日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 三光地区分　他

平成20年7月28日 令和20年3月 財務省財政融資資金 三光地区分　他

平成20年7月31日 令和18年3月 地方公共団体金融機構 宮古木地区分

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 宮古木地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 宮古木地区分

平成21年5月28日 令和19年3月 地方公共団体金融機構 宮古木地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 宮古木地区分

平成22年5月28日 令和22年3月 地方公共団体金融機構 宮古木地区分

平成22年9月27日 令和22年9月 財務省財政融資資金 宮古木地区分

平成24年3月26日 令和24年3月 財務省財政融資資金 宮古木地区分

平成24年5月28日 令和24年3月 財務省財政融資資金 宮古木地区分

平成26年3月25日 令和26年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成27年3月25日 令和27年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成27年5月26日 令和27年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成28年5月26日 令和8年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成28年5月26日 令和38年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成29年5月26日 令和9年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

平成29年5月26日 令和39年3月 財務省財政融資資金 羽津地区分

令和3年3月25日 令和43年3月 財務省財政融資資金 石喜地区分

令和4年3月25日
普通地方長期資金等
に借り換える日 財務省財政融資資金

石喜地区分
（起債前借分）

平成21年5月26日 令和21年3月 財務省財政融資資金 中道地区分

平成23年3月25日 令和23年3月 財務省財政融資資金 中道地区分

平成24年1月27日 令和23年9月 財務省財政融資資金 中道地区分

平成28年5月30日 令和8年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債

平成29年5月30日 令和9年3月 第四北越銀行新発田中央支店 公営企業会計適用債

平成30年5月30日 令和10年3月 新発田信用金庫本店営業部 公営企業会計適用債

平成31年3月25日 令和11年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債

平成28年5月30日 令和8年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債

平成29年5月30日 令和9年3月 第四北越銀行新発田中央支店 公営企業会計適用債

平成30年5月30日 令和10年3月 新発田信用金庫本店営業部 公営企業会計適用債

平成31年3月25日 令和11年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債

平成28年5月30日 令和8年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債

平成29年5月30日 令和9年3月 第四北越銀行新発田中央支店 公営企業会計適用債

平成30年5月30日 令和10年3月 新発田信用金庫本店営業部 公営企業会計適用債

平成31年3月25日 令和11年3月 第四北越銀行新発田支店 公営企業会計適用債
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